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■地域を考える（３）
―新聞投稿から―
長岡大学学務課長 栃 倉 一 彦
「地域研究」に連続10回のコラムを書いてきました。
私にとっては多少自分の考えをまとめる機会だったの
ですが、読んでくれた人は皆無といっていいでしょう。
ここに書いたものは全てホームページにも掲載しまし
た。しかし、これも私自身の記録になっているだけで
読んだ人はいないでしょう。
そこで、少し読者を広めるために昨年の暮れから、
新潟日報の「窓」という投稿欄に応募してきました。
これには、知り合いから「読んだよ」という反応があ
りました。原発について書いたときは、柏崎の市議か
らも電話がありました。そこで、今回は改めてその投
稿をまとめて新聞に掲載されたまま本欄に載せさせて
いただきます。ただ、「窓」は、ご覧になると直ぐ気
づくことですが、投稿者が高齢者に偏り過ぎています。
ということは読者も高齢者ということです。働き盛り
の現役世代の意見が掲載されないということが、「窓」
欄の影響力を限定されたものにしています。これは新
聞の側に問題があると思います。そこで９月に「匿名
投稿を認めよ」というタイトルで投稿しましたが、掲
載されませんでしたので、その分を最後に付け加えて
載せておきます。
2001年11月30日
市町村合併への政策論議望む
秋の首長選挙が盛りであるが、市町村合併の是非を
問う政策論争は少ない。平成17年３月の合併特例法期
限を控え、急がねばならない議論が進んでいない。人
口減に見舞われている県内市町村にとっては最大の政
治課題でありながら先延ばしの感が否めない。
「国の押しつけではなく住民の意思による合併」と
きれい事を言うが、法律が決まる前ならともかく、法
がスタートした以上、他地域に遅れては国の予算配分
にも影響するのではないか。
住民の間に論議が盛り上がらない大きな理由は、合
併の損得が数字でもって示されないことである。
地方交付税の今後の減額幅など不透明な要素が多い
とは思うが、合併した場合と、しなかった場合の今後
10年間の市町村収支を県、あるいは市町村が示すこと
が、真の意味で「住民の意思」を尊重した合併議論を
進めるために不可欠であろう。
私は、国の財政を見たとき、地方の合併による効率
化は避けられず、これに乗り遅れる事態はぜひとも避
けなければならないと思う。速やかな議論を期待したい。
2002年２月16日
町内会役員への自治体助成を
過疎化の激しい私の住む町内会の新年度予算が総会
で承認された。117戸の町内会の会長、他の役員手当
が75万円に達する。市街地町内会では考えられない高
額である。
ところが町内会長の昨年の仕事内容を聞くとこれま
た多岐多様に渉り、過疎地ゆえの仕事の多さに驚く。
そのために町内会長の選出時期ともなると引き受け手
がなくて大騒動になる。当然町内会費の負担も大きい。
通学、通勤、買い物にも不便で、公共の利便施設は
遠く、下水道などはもっとも遅く敷設されるという悲
哀を味わっている上に、町内会の運営に苦労させられ
る。過疎は辛い。
今、市町村合併が強力に推進されているが、周辺部
の自治体住民には、合併によって役所が遠くなり、開
発が中心部に集中し、住民の福利厚生が遅れ、過疎化
に拍車が掛かる不安が強い。地方自治推進のための合
併が地域の中の集中を生む逆説である。
この不安を少しでも和らげるには住民にもっとも身
近な町内会組織の積極的活用と充実が不可欠である。
そのために特に過疎地で負担感の強い町内会の役員
手当の五割を市町村が助成するよう要望し、提案したい。
この金額は合併によって節減される金額のごく一部
分に過ぎないことは自明であろう。
2002年３月７日
原発立地には大胆な振興策を
２月28日の本紙に「エネルギー・にっぽん国民会議」
での議論が掲載されていました。原発電力を供給する
新潟県、核燃料サイクル施設を抱える青森県、電力の
大消費地である東京都の三知事の間に原発の必要性に
ついて認識に差はないと感じました。
現在61億人の人口が2050年には93億人になるという
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爆発的な人口増加と、発展途上国の経済成長への欲求
を見れば、石原都知事が披歴したように人類はあと
100年持たないという予測は、われわれの実感、不安
と一致します。最終処理の問題はあっても核燃料を利
用するしか人類を少しでも長く存続させるエネルギー
対策は想像できません。
しかし、だからと言って原発立地地域の緊張感、不
安をないがしろにすることは許せません。沖縄同様に
特定の地域に犠牲を強いる場合は、それなりの代償措
置、思いきった地域振興策が必要です。例えば、誘致
合戦が盛んなカジノ、あるいは経済特区を世界一の原
発基地の柏崎刈羽に持って来られないでしょうか。
石原都知事の「お台場カジノ」構想が脚光を浴びて
いますが、東京にそんなものはいりません。ラスベガ
ス同様にカジノは過疎地で良いのです。
柏崎刈羽原発からわずか10キロの町に住み、不安を
振り切れないながら、一方で原発には基本的に同意す
る者として、地域にもっと報いがあっていいのではな
いかと考えます。
2002年３月29日
女性の地方議会進出を
本紙23日付オピニオン「聞く」欄に、政界を目指す
女性の支援組織WINWIN代表の赤松良子さんのインタ
ビュー記事が掲載されました。ドイツでは女性議員の
比率が36.4％に上るのに日本では衆議院7.3％、地方議
会は6.4％にすぎないそうです。
住民の半分は女性なのに、女性の果たす役割が劣る
わけでもないのに、市民生活に最も密着した地方議会
において女性議員が占める割合が極めて小さい。これ
にはいろいろな理由があるでしょうが、恐らく歴史的
に女性の置かれた立場に由来するのでしょう。
しかし、従来のハコ物を中心とした公共投資が抑制
される一方、地方分権の推進により住民福祉に関わる
行政が自治体に委ねられる政治情勢の変化の中で特に
地方議会において女性の議会進出が強く期待されます。
家庭生活、地域生活で男性より重要な役割を担い、
その上に職業に就く比率がますます高まり、責任、負
担の増している女性にもっと政治の場で発言してもら
うことが、きめこまかい住民行政に資するのではない
でしょうか。そのために北欧諸国におけるクオータ
（割り当て）制により候補者の一定割合を女性に配分
するシステムまでは行かなくても、女性が選挙に出馬
しやすい環境の整備を真剣に検討するべきだと思います。
2002年５月８日
高齢者もHP作成しリンクを
政治の世界も、ビジネスの世界も世代交代、若返り
を叫ぶ声がしきりである。時代の閉塞感が、若い世代
に変化を期待しているのだろうか。しかし、他方でシ
ニアベンチャーの台頭に見られるように、高齢者の新
たな活躍の場も広がっている。
定年までの窮屈な世界から解放された高齢者が、自
由な発言と発想で活躍したいという強い欲求を持って
いることは、例えば本欄の投稿者に高齢者が多いこと
からもうかがえよう。
単に、高齢者の権利を主張するだけでなく、その責
任を果たしたいという思いが伝わってくる。
私は、そのような高齢者にホームページの作成をぜ
ひ勧めたい。自分の思いをいろいろな形で表現し、共
感する仲間に呼びかける。その中からベンチャーが生
まれるかもしれない。政策を動かせるかもしれない。
ただ、ここにも問題はある。せっかく作ったホーム
ページを、誰も見てくれないかもしれない。そこで、
お互いのホームページの提携（リンク）が有効になる。
リンク先は多ければ多いほど良い。そのリンクの働き
かけの中から、空間を超えた新たな仲間が生まれる。
高齢者よ、リンクしよう。それによって若い世代に
負けない社会貢献を果たそう。
2002年５月23日
外国人受け入れの議論を
瀋陽の総領事館における朝鮮民主主義人民共和国
（北朝鮮）家族の駆け込み事件は、日本に重い問いを
投げかけている。
総領事館の亡命者拒否の姿勢が非難されており、そ
れはそれでうなずけるが、その背景には、難民を含む
移民受け入れを、極度に制限している日本の外国人ア
レルギーがあるように思う。
早くから移民を受け入れている欧州各国でも、移民
を排斥する極右政党が躍進しているように、どこの国
でも外国人受け入れは難しい問題であるが、半面、ア
メリカの活力の源泉は、移民による頭脳の流入と、若
返りに負うところが大きいといわれる。
世界の人口が爆発的に増加する一方で、日本の人口
へいそく
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は100年後には現在の半分、最近の予測では、４割に
減少する可能性もあるといわれている。その人口で現
在の社会福祉を維持することはできないし、国際社会
での発言力は極めて小さくなる。
先年、堺屋元経済企画庁長官が、移民受け入れを検
討課題として取り上げると表明されたが、その後の進
展を聞かない。この機会に、難民にとどまらず、移民
受け入れを国民世論に問うてはどうか。
特に、総人口のピークに先立って、人口減少を続け
る本県で、過疎解消の重要な手段として外国人受け入
れを議論して欲しい。
たとえ、領事館で亡命者を救っても、ただ第三国に
送り出すだけでは、あまりに無責任ではないだろうか。
自らの問題として考えよう。
2002年６月22日
減反政策に県民も強い主張を
最近、コメ政策に関する記事が本紙で目立ちました。
食糧庁の研究会が減反手法四パターンを提示。県が来
年度国家予算への要望項目に、各生産者に生産調整へ
の参加、不参加を判断させる方法を提示。傾斜配分の
維持を要望。減反未達成の市町村に県単事業の不採択
を通知…。
３、４割の減反が当たり前のような議論に、寂しい
思いがします。コシヒカリを中心とした名だたる良質
米生産県として、その一方で、米作でしか国土を維持
できない県として、もっと県民の強い主張があってし
かるべきではないでしょうか。
相対的な生産性の比較により、東京圏はサービス業
に特化し、本県を含む地方はコメに特化した方が、日
本全体としての生産性は向上するというのが、経済の
原則でしょう。
なぜ、東京圏でもコメを作らねばならないのでしょ
う。１坪（約3.3平方メートル）10万円する土地なら１
反（約990平方メートル）3,000万円です。国債を買え
ば、この低金利でも年40万円の利息になります。
コメでこの利益をあげることは不可能です。減反の
傾斜配分どころか、たとえば坪10万円以上で売れる農
地は、他用途に転用するよう迫るべきではないでしょ
うか。
新潟の田を転作から守るべく、県民全体で声を上げ
ましょう。
2002年８月17日
地方議会は夜間、休日開催を
週刊紙の対談で、前長野県知事田中康夫氏が「議会
の開催も、土日や夜間にして、ハイテク企業のエンジ
ニアや専業主婦、ＮＰＯの若者も、議員になるのが普
通にならなくちゃ」と発言されている。
この考えを強く支持し、地方議会に、住民の多数を
占めるサラリーマンや主婦が参加できるよう、夜間、
休日の議会開催実現を強く望みたい。
民主主義の母国アメリカでは、地方議会の夜間開催
は普通に行われているようで、松下政経塾のホームペ
ージに大場秀樹氏がその模様を次のように描いておら
れる。
人口約20万人のミシガン州アナーバ市の議会は、夜
７時30分に開催される。市政への不満や要求を、住民
は電話一本の予約さえすれば、本会議において誰でも
自由に発言が出来る。この中から立法化の必要がある
ものは、議員のみの委員会で審議される。大場氏が参
加した日には、約百人が傍聴し、質問者は18人、審議
は夜11時まで及んだ。議員は男性６人、女性５人のた
った11人、報酬は毎月730ドル（９万円弱）。
地方分権の中で、より多数の民意を反映し、コスト
の低い議会を探るべきと思う。
2002年９月（不掲載）
匿名投稿を認めよ
「８月の窓から」で、本欄の投稿者の年齢が60歳代
を中心に高年齢層に偏り気味だという指摘があった。
30、40代の現役世代の発言の少ない理由は明白であ
る。自分の所属する組織や地域に対する遠慮であり、
最終的には自分に撥ね返る不利益を恐れるからであ
る。田中長野県知事が週刊誌の対談で、「お年寄りや
若者、主婦は、ダムなんていらないと言い切れるんで
す。働き盛りの男たちが意外にも、構造改革は必要だ
と頭では理解しながらも、なかなか変われない」と発
言されているが、共通する理由が根底にあろう。
働き盛りの世代の本音の議論が本欄で展開されれ
ば、影響力は格段に大きく、内部告発という形でしか
政・官・企業の不正が糾されないという不幸もある程
度避けられるであろう。
組織や地域社会の中でがんじがらめになっている現
役世代が自由に発言するためには「誌上匿名」が必須
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である。誹謗、中傷、虚言等の無責任な発言を防止す
る策を講じた上で匿名投稿を認めることによって広範
囲の読者の活発な意見交換がなされることが地域社会
の健全な発展に寄与すると思う。ご一考願いたい。
